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ジェンダー・ギャップ指数 (ＧＧＩ：Gender Gap Index)
「世界経済フォーラム」(ダボス会議)が、男女間の格差を、健康、教育、政治、経済の４分野の指標を用いて測定し、毎年公表。

指数は、０が男女の完全不平等、１が完全平等を示す。

順位 国名 値

1 アイスランド 0.877
2 ノルウェー 0.842
3 フィンランド 0.832
4 スウェーデン 0.82
5 ニカラグア 0.804
6 ニュージーランド 0.799
7 アイルランド 0.798
8 スペイン 0.795
9 ルワンダ 0.791

10 ドイツ 0.787

15 フランス 0.781

19 カナダ 0.772

21 英国 0.767

53 アメリカ 0.724

76 イタリア 0.707

81 ロシア 0.706

106 中国 0.676

108 韓国 0.672

120 アラブ首長国連邦 0.655

121 日本 0.652

122 クウェート 0.650

ジェンダー・ギャップ指数

1

（備考1）世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」（2019年12月）より作成
（備考2）スコアが低い項目は赤字で記載

・労働参加率の男女比
・同一労働における賃金の男女格差
・推定勤労所得の男女比

・管理的職業従事者の男女比
・専門・技術者の男女比

・出生児性比
・健康寿命の男女比

・識字率の男女比
・初等教育就学率の男女比
・中等教育就学率の男女比
・高等教育就学率の男女比

・国会議員の男女比
・閣僚の男女比
・最近50年における
行政府の長の在任年数の男女比

ジェンダー・ギャップ指数 2020 ： 153か国中 121位

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

アイスランド

1位/153か国

日本

121位/153か国

経済参画(115/153)

教育(91/153)政治参画(144/153)

健康(40/153)


比較表 (詳細版)

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク										※対前年度比で上昇しているところは赤字、下降しているところは青字 タイ ゼンネンドヒ ジョウショウ アカジ カコウ アオジ

										2018年 ﾈﾝ				2017年 ﾈﾝ				2016年 ﾈﾝ				2015年 ﾈﾝ				2014年 ﾈﾝ				2013年 ﾈﾝ				2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 にほん				ウエイト		0.662		110位 イ		0.657		114位 イ		0.660		111位 イ		0.670		101位 イ		0.658		104位 イ		0.650		105位 イ		0.653		101位 イ

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.081		125位 イ		0.078		123位 イ		0.103		103位 イ		0.103		104位 イ		0.058		129位 イ		0.060		118位 イ		0.070		110位 イ

						国会議員（衆議院）		0.310		0.112		130位 イ		0.102		129位 イ		0.105		122位 イ		0.100		125位 イ		0.090		126位 イ		0.090		120位 イ		0.120		102位 イ

						閣僚		0.247		0.188		89位 イ		0.188		88位 イ		0.286		50位 イ		0.290		51位 イ		0.130		98位 イ		0.130		82位 イ		0.130		83位 イ

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.000		71位 イ		0.000		69位 イ		0.000		68位 イ		0.000		64位 イ		0.000		64位 イ		0.000		60位 イ		0.000		58位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.223		-		0.227		-		0.233		-		0.230		-		0.214		-		0.211		-		0.195		-

						国会議員（衆議院）		0.310		0.284		-		0.279		-		0.269		-		0.270		-		0.250		-		0.240		-		0.230		-

						閣僚		0.247		0.208		-		0.209		-		0.238		-		0.240		-		0.200		-		0.190		-		0.190		-

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.189		-		0.200		-		0.204		-		0.200		-		0.200		-		0.200		-		0.170		-

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.595		117位 イ		0.580		114位 イ		0.569		118位 イ		0.611		106位 イ		0.618		102位 イ		0.584		104位 イ		0.576		102位 イ

						労働力率		0.199		0.799		79位 イ		0.781		79位 イ		0.778		79位 イ		0.770		82位 イ		0.750		83位 イ		0.740		79位 イ		0.730		78位 イ

						同一労働における賃金		0.310		0.696		45位 イ		0.672		52位 イ		0.662		58位 イ		0.650		69位 イ		0.680		53位 イ		0.620		87位 イ		0.600		97位 イ

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.527		103位 イ		0.524		100位 イ		0.514		100位 イ		0.610		75位 イ		0.600		74位 イ		0.570		79位 イ		0.550		80位 イ

						管理的職業従事者等		0.149		0.152		129位 イ		0.142		116位 イ		0.128		113位 イ		0.100		116位 イ		0.120		112位 イ		0.100		106位 イ		0.100		106位 イ

						専門職・技術職		0.121		0.671		108位 イ		0.654		101位 イ		0.629		101位 イ		0.870		81位 イ		0.870		78位 イ		0.850		79位 イ		0.870		73位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.586		-		0.585		-		0.586		-		0.592		-		0.596		-		0.601		-		0.599		-

						労働力率		0.199		0.669		-		0.667		-		0.665		-		0.670		-		0.670		-		0.680		-		0.680		-

						同一労働における賃金		0.310		0.632		-		0.634		-		0.622		-		0.600		-		0.610		-		0.640		-		0.640		-

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.502		-		0.509		-		0.502		-		0.540		-		0.530		-		0.530		-		0.530		-

						管理的職業従事者等		0.149		0.324		-		0.320		-		0.358		-		0.270		-		0.270		-		0.260		-		0.250		-

						専門職・技術職		0.121		0.74		-		0.758		-		0.862		-		0.640		-		0.650		-		0.640		-		0.630		-

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.994		65位 イ		0.991		74位 イ		0.990		76位 イ		0.988		84位 イ		0.978		93位 イ		0.976		91位 イ		0.987		81位 イ

						識字率		0.191		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						初等教育就学率		0.459		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		64位 イ		1.000		-		1.000		-		1.000		1位 イ

						中等教育就学率		0.230		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						高等教育就学率		0.121		0.952		103位 イ		0.926		101位 イ		0.913		103位 イ		0.900		106位 イ		0.900		105位 イ		0.890		98位 イ		0.890		100位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.949		-		0.953		-		0.955		-		0.946		-		0.935		-		0.934		-		0.932		-

						　識字率		0.191		0.876		-		0.883		-		0.897		-		0.890		-		0.870		-		0.870		-		0.870		-

						　初等教育就学率		0.459		0.739		-		0.979		-		0.980		-		0.930		-		0.940		-		0.920		-		0.970		-

						　中等教育就学率		0.230		0.955		-		0.971		-		0.970		-		0.640		-		0.620		-		0.600		-		0.900		-

						　高等教育就学率		0.121		0.928		-		0.938		-		0.930		-		0.920		-		0.880		-		0.870		-		0.880		-

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.979		41位 イ		0.980		1位 イ		0.979		40位 イ		0.979		42位 イ		0.979		37位 イ		0.979		34位 イ		0.979		34位 イ

						出生時男女比		0.693		0.944		1位 イ		0.944		1位 イ		0.943		95位 イ		0.940		99位 イ		0.940		94位 イ		0.940		93位 イ		0.940		93位 イ

						健康平均寿命		0.307		1.059		57位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.955		-		0.956		-		0.957		-		0.957		-		0.960		-		0.957		-		0.956		-

						出生時男女比		0.693		0.921		-		0.920		-		0.918		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-

						健康平均寿命		0.307		1.034		-		1.037		-		1.043		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-



GGI各分野ごとの比較



政治分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	経済分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	教育分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	健康分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	







政治分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	国会議員（衆議院）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.112	0.10199999999999999	0.105	0.1	0.09	0.09	0.12	閣僚	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.188	0.188	0.28599999999999998	0.28999999999999998	0.13	0.13	0.13	首相等在任期間（過去50年）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0	0	0	0	0	0	0	







経済分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	労働力率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.79900000000000004	0.78100000000000003	0.77800000000000002	0.77	0.75	0.74	0.73	同一労働における賃金	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.69599999999999995	0.67200000000000004	0.66200000000000003	0.65	0.68	0.62	0.6	勤労所得推定値（PPP US$）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.52700000000000002	0.52400000000000002	0.51400000000000001	0.61	0.6	0.56999999999999995	0.55000000000000004	管理的職業従事者等	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.152	0.14199999999999999	0.128	0.1	0.12	0.1	0.1	専門職・技術職	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.67100000000000004	0.65400000000000003	0.629	0.87	0.87	0.85	0.87	







教育分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	識字率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	初等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	中等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	高等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.95199999999999996	0.92600000000000005	0.91300000000000003	0.9	0.9	0.89	0.89	







保健分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	出生時男女比	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.94399999999999995	0.94399999999999995	0.94299999999999995	0.94	0.94	0.94	0.94	健康平均寿命	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1.0589999999999999	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	









比較表

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク

								2018年 ﾈﾝ		2017年 ﾈﾝ		差
（2018-2017） ｻ				2016年 ﾈﾝ		2015年 ﾈﾝ		2014年 ﾈﾝ		2013年 ﾈﾝ		2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		110位 イ		114位 クライ		4位上昇 ｲ じょうしょう				111位 クライ		101位 クライ		104位 ｲ		105位 クライ		101位 ｲ						※赤字が未更新 アカジ ミコウシン

						値 ｱﾀｲ		0.662		0.657		0.005				0.660		0.670		0.658		0.650		0.653

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		117位 イ		114位 くらい		3位低下 ｲ ていか				118位 くらい		106位 くらい		102位 ｲ		104位 くらい		102位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.595		0.580		0.015				0.569		0.611		0.618		0.584		0.576

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.586		0.585		0.001				0.586		0.592		0.596		0.601		0.599

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		65位 くらい		74位 くらい		9位上昇 イ ジョウショウ				76位 くらい		84位 くらい		93位 ｲ		91位 くらい		81位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.994		0.991		0.003				0.990		0.988		0.978		0.976		0.987

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.949		0.953		(0.004)				0.955		0.946		0.935		0.934		0.932

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		41位 ｲ		1位 ｲ		40位低下 イ テイカ				40位 ｲ		42位 ｲ		37位 ｲ		34位 ｲ		34位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.979		0.980		▲ 0.001				0.979		0.979		0.979		0.979		0.979

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.955		0.956		(0.001)				0.957		0.957		0.960		0.957		0.956

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		125位 クライ		123位 クライ		2位上昇 ｲ じょうしょう				103位 クライ		104位 クライ		129位 ｲ		118位 クライ		110位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.081		0.078		0.003				0.103		0.103		0.058		0.060		0.070

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.223		0.227		(0.004)				0.233		0.230		0.214		0.211		0.195





比較グラフ

						Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
Empowerment		Health and Survival

						経済参画 ｹｲｻﾞｲ さんかく		教育 ｷｮｳｲｸ		政治分野 ｾｲｼﾞ ﾌﾞﾝﾔ		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ

		Iceland
1/153		アイスランド
1位/153か国 い		0.839		0.999		0.701		0.968

		Japan
121/153		日本
121位/153か国 ﾆﾎﾝ い こく		0.598		0.983		0.049		0.979

		average		平均 ﾍｲｷﾝ		0.582		0.954		0.239		0.958																														順位		国名		値

																																										1		アイスランド		0.877

																																										2		ノルウェー		0.842

																																										3		フィンランド		0.832

																																										4		スウェーデン		0.82

																																										5		ニカラグア		0.804

																																										6		ニュージーランド		0.799

																																										7		アイルランド		0.798

																																										8		スペイン		0.795

																																										9		ルワンダ		0.791

																																										10		ドイツ		0.787



																																										15		フランス		0.781



																																										19		カナダ		0.772



																																										21		英国		0.767



																																										53		アメリカ		0.724



																																										76		イタリア		0.707



																																										81		ロシア		0.706



																																										106		中国		0.676



																																										108		韓国		0.672



																																										120		アラブ首長国連邦 シュチョウ コク レンポウ		0.655

				Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
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女性就業者数は、５年間(2015～19年)で約230万人増加。

（出典）１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。 ２．2011年の就業者数は、総務省が補完的に推計した値。

人

2

＋約230万人

民間企業 管理職相当の女性割合の推移

部長、課長、係長に就く女性割合は着実に伸びている。

（備考） １．各年６月時点、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。 ２．常用労働者100人以上を雇用する企業に属する労働者の
うち、雇用期間の定めがない者における役職者。 ３．管理職の定義について ・部長級：事業所で通常｢部長｣又は「局長」と呼ばれている
者であって、その組織が２課以上からなり、又は、その構成員が20人以上（部（局）長を含む。）のものの長 ・課長級：事業所で通常「課
長」と呼ばれている者であって、その組織が２係以上からなり、又は、その構成員が10人以上（課長を含む。）のものの長

成果目標
（第４次男女共同参画基本計画）

25％（2020年）

15％（2020年）

10％程度（2020年）

係長相当職

課長相当職

部長相当職

女性就業者の推移

女性役員数の推移

上場企業の女性役員数は、５年間(2015-20年)で約2.2倍に増加。

出典：東洋経済新報社「役員四季報」
（注）：調査時点は原則として各年７月31日現在。調査対象は、全上場企業。ジャスダック上場会社を含む。

「役員」は、取締役、監査役、指名委員会等設置会社の代表執行役及び執行役。

同比率

女性役員数

目標

女性役員数（人）

（年） （出典）OECD” Social and Welfare Statistics” 2019年の値。
※ EUは、各国の優良企業銘柄50社が対象。他の国はMSCI ACWI構成銘柄(2700社程度、大型、中型銘柄）の企業が対象。
（注）第４次男女共同参画基本計画における上場企業役員に占める女性の割合に関する成果目標は、東洋経済新報社「役員
四季報」より算出。（2019年7月時点の全上場企業役員に占める女性の割合は、5.2％）。

諸外国の女性役員割合

(年)
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日本の国会議員に占める女性割合は上昇傾向にあるものの、諸外国との格差は大きい。

二院制の場合は下院（日本は衆議院）の数字

（参考）
下院又は一院制議会の女性割合の
世界平均は25.2%（上院は24.5%）
※2020年10月現在
出典 IPU資料より
（2020年10月５日閲覧）

（備考）１．IPU資料より作成。調査対象国は2020年10月現在190ヵ国。
２．下院又は一院制議会における女性議員割合。
３．ドイツは1985年までは，西ドイツの数字。

（2020年10月１日現在）

諸外国の国会議員に占める女性割合の推移
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スウェーデン

ドイツ

イギリス

フランス

アメリカ 韓国

日本

国名 順位 割合 クオータ制の状況

スウェーデン 7 47.0
政党による

自発的なクオータ制

フランス 25 39.5
法的候補者クオータ制

政党による自発的なクオータ制

イギリス 39 33.9
政党による

自発的なクオータ制

ドイツ 48 31.2
政党による

自発的なクオータ制

アメリカ 87 23.4 -

韓国 119 19.0 法的候補者クオータ制

日本 167 9.9 -



2005～09年

就業継続率：40.3％

増
加

（出産前就業に対する割合）

（出産前就業に対する割合）

2010～14年

就業継続率：53.1％

（備考）
１．国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査（夫婦調査）」により作成。
２．対象は第１子が１歳以上15歳未満の初婚どうしの夫婦。第12回～第15回調査の夫婦を合わせて集計した（客体数 12,719）。
３．就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化を見たもの。
※ 就業継続率は、出産前に就業していた者（「出産前就業」）のうち「就業継続（育休なし）」＋「就業継続（育休利用）」の占める割合。

成果目標（第４次男女共同参画基本計画）：55％(2020年)

2010～14年

出産退職率：46.9％
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就
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子どもの出生年別 第１子出産前後の妻の就業継続率

40%前後で推移していた第１子出産後の就業継続率は近年高まっている。
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22.2 
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（備考）
1. 国家公務員は、平成21年度までは総務省・人事院「女性国家公務員の採用・登用の拡大状況等のフォローアップの実施結果」、

22年度から24年度は「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業の取得状況のフォローアップ」、25年度は内閣官
房内閣人事局・人事院「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ」、26年度から28
年度は内閣官房内閣人事局「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ」より作成。

2. 地方公務員は、総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」より作成。
3. 民間企業は厚生労働省「雇用均等基本調査（女性雇用管理基本調査）」より作成。
4. 育児休業取得率の算出方法は、当該年度中に子が出生した者の数に対する当該年度中に新たに育児休業を取得した者（再度の

育児休業者を除く）の数の割合
5. 東日本大震災のため、国家公務員の22年度値は、調査の実施が困難な官署に在勤する職員（850人）を除く。地方公務員の

22年度値は、岩手県の１市１町、宮城県の１町を除く。

7.48

12.4

5.6 
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2005 10 15 2019

（年度）

（％）

（一般職のみ
21.6％）（参考）女性の育児休業取得率

民間企業 83.0%（2019年度）
国家公務員 98.5%（2018年度）
地方公務員 99.4％（2018年度）

男性の育児休業
民間企業の男性育児休業取得率は、7.48％にとどまる。

国家公務員

民間企業

地方公務員

会社で育児休業制度が整備されていなかったから

職場が育児休業を取得しづらい雰囲気だったから

男性の社員の育児休業の取得について、会社や上
司、職場の理解がなかったから

収入を減らしたくなかったから

休業取得によって、仕事がなくなったり、契約終了（解
雇）の心配があったから

残業が多い等、業務が繁忙であったから

休業から復職する際に、仕事や職場の変化に対応で
きないと思ったから

自分にしかできない仕事や担当している仕事があっ
たから

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に悪影響があ
りそうだと思ったから

配偶者や家族から、育児休業の取得に対して後押し
がなかったから、または反対があったから

家族や保育所、保育サービスなど自分以外に育児の
担い手がいたから

育児休業を取得しなくても育児参加しやすい働き方
や職場環境だったから

育児休業は男性ではなく女性が取得するものだと
思っていたから

その他

わからない、覚えていない

（備考）
1. 厚生労働省委託事業「平成30年度仕事と育児の両立に関する実態把握のための調査研

究事業 労働者調査 結果の概要」（三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社）より
作成。

2. 末子妊娠時・男性（正社員）n=641、複数回答。

（男性正社員が育児休業を取得しなかった理由）
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女性に対する暴力

女性の約１３人に１人は、無理やりに性交等された経験
がある。

（出典）内閣府「平成29年度男女間における暴力に関する調査」

１人からあった
　２人以上から
　あった

まったくない 　無回答
あった
（計）

(ｎ)

総 数 (3,376人) (4.9)

女 性 (1,807人) (7.8)

男 性 (1,569人) (1.5)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

あった（計）

3.9

6.1

1.3

1.0

1.7

0.2

88.2

84.8

92.2

6.9

7.4

6.4

女性の約７人に１人は、配偶者からの暴力を何度も経験
している。

何度も

あった

１、２度

あった

まったく

ない
無回答

あった

（計）

配偶者からの被害経験の有無 (31.3)

Ａ 身 体 的 暴 行 (19.8)

Ｂ 心 理 的 攻 撃 (16.8)

Ｃ 経 済 的 圧 迫 (10.0)

Ｄ 性 的 強 要 (9.7)

0 25 50 75 100
(%)

(ｎ=1,366)

あった（計）

13.8

5.3

7.8

5.2

3.8

17.5

14.5

9.0

4.8

5.9

66.9

78.0

79.5

86.2

86.3

1.8

2.2

3.7

3.9

4.0

（出典）内閣府「平成29年度男女間における暴力に関する調査」
※配偶者：婚姻届を出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・死別
した相手、事実婚を解消した相手）を含む。

無理やりに性交等された被害経験の有無 配偶者からの暴力の被害経験

コロナ禍によるDV相談件数の増加（対前年同月）

(年月)

(件数)

５月、６月は相談件数が前年同月の１．６倍。

（出典）内閣府男女共同参画局調べ
※全国の配偶者暴力相談支援センターからの相談件数は、９月１日時点の暫定値 6
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非労働力人口（万人）

68

27

女性（右目盛）
3736

3699

3714
2996

2926

2945

2860

2880

2900

2920

2940

2960

2980

3000

3020

3040

3600

3620

3640

3660

3680

3700

3720

3740

3760

就業者数（万人）

▲70

▲37

コロナ下の女性の就業への影響

女性（右目盛）

男性（左目盛）

男性（左目盛）

・女性の就業者数は、４月に対前月で男性の約２倍の７０万人減少（男性は３７万人減少）（季節調整値。以下同じ）、
女性の非労働力人口（※）は、６８万人増加（男性は２７万人増加）している。

・その後、非労働力人口は減少、就業者数は増加の動きがみられるものの、コロナ前に比べると依然として
厳しい水準にある。
（※）非労働力人口：15歳以上人口のうち、「就業者」と「完全失業者」以外の者

（出典）総務省「労働力調査（基本集計）」 7

１２３４５６７８９⒑⒒⒓１２３４５６７８
2019年 2020年 2019年 2020年

１２３４５６７８９⒑⒒⒓１２３４５６７８



男女共同参画社会に関する世論調査

○女性が職業をもつことに対する意識
 「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と思う人が、30～60歳代では6～7割。

出典：内閣府大臣官房政府広報室「男女共同参画社会に関する世論調査（令和元年９月調査）」
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